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中小企業の経営・金融・資金・新技術開発・雇用などさまざまな問題
についてご相談に応じています。是非ご一報下さい。

※相談先がわからない場合は、県富県宮城推進室（電話　022-211-2791、電子メール　

fukensuip@pref.miyagi.jp）や各地方振興事務所（連絡先はＰ98参照）に連絡ください。

○中小企業のあらゆる相談に応じます!（財団法人みやぎ産業振興機構）
　新産業の創出や産業の活性化を図るため、中小企業者等の方々に多方からの総合的な

支援を行っています。

窓口：財団法人みやぎ産業振興機構（宮城県中小企業支援センター）

TEL：022-225-6636　e-mail：soudan@joho-miyagi.or.jp

〒980-0011 仙台市青葉区上杉一丁目14番2号　宮城県商工振興センター３階

○経営面での相談に応じます！（商工会・商工会議所）
　小規模事業者等が抱える経営面での問題に、商工会・商工会議所の経営指導員がきめ

細かく応じています（詳細は２ページ）。

窓口：宮城県商工会連合会　TEL：022-225-8751

e-mail：webmaster@miyagi-fsci.or.jp

〒980-0011　仙台市青葉区上杉一丁目14番2号

宮城県商工会議所連合会　TEL：022-265-8181

e-mail：soumu@sendaicci.or.jp

〒980-8414　仙台市青葉区本町二丁目16-12（仙台商工会議所内）

○倒産防止相談に応じます！
　倒産の恐れのある中小企業からの相談を事前に受け付ける「倒産防止特別相談室」を設

置しています（詳細は78ページ）。

○技術についての相談に応じます！（宮城県産業技術総合センター）
　機械、電気・電子、材料、デザイン、食品関係の施設・機器と、それぞれの分野をサポー

トする技術者により、技術課題解決や研究開発、評価などのお手伝いをします（詳細は28

ページ）

〇経営の出前相談を行っています！
金融制度・各種中小企業支援制度に関する情報提供や経営に関する課題の把握に役立つ

財務分析を行っています。

窓口：宮城県経済商工観光部商工経営支援課　商工経営指導班（宮城県庁14階北側）

e-mail：syokeisiks@pref.miyagi.jp　 　TEL：022-211-2742 
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小規模事業者等が抱える経営面での問題に、商工会・商工会議所の経
営指導員がきめ細かく応じます。

　商工会、商工会議所では、小規模事業者の皆様が気軽に相手できる「経営指導員」を設置

しています。経営面でのホームドクターとして気軽にご相談ください。

○一般経営相談支援
　相談支援の方法は経営全般に関して、直接、工場・商店を訪問し問題点を話し合い、解

決の方法を指導するとともに、事務所へお越しいただいて、相談に応じます。

　簡単なものであれば電話、ＦＡＸ、電子メールでも相談出来ます。

○個別診断
　商工業の企業診断の他、店舗・陳列指導を随時実施し、経営の合理化・近代化を図って

います。無料で実施し、専門家を派遣します。電話での申し込みもできます。

○記帳指導
　新しく青色申告をした個人小規模事業者を対象に、記帳能力の向上、経営計数の把握を

図るため記帳から決算・申告までを一貫して個別に指導を行っています。

○講演会・講習会等
　商工業の業種別あるいは広く経営者、そして従業員のため、経営全般にわたり講演会等

を随時企画・実施しています。商店街・業界等で小規模事業者の方々がお集まりの際、講

演会、講習会等を希望するときは、ご連絡ください。

○その他の業務
　地域振興として、むらおこし事業の実施、街づくりプランの策定、各種イベントの実施

等、行政と連携協調して事業を推進しています。

商工会・商工会議所（経営相談等）

＊＊＊＊＊＊＊＊  お問い合わせ・相談窓口　＊＊＊＊＊＊＊

最寄りの商工会、商工会議所

宮城県商工会連合会

WEB：http://www.miyagi-fsci.or.jp/　　e-mail：webmaster@miyagi-fsci.or.jp

〒980-0011　仙台市青葉区上杉一丁目14－２　　　　　　 　　　 TEL 022-225-8751

宮城県商工会議所連合会

WEB：http://www.sendaicci.or.jp/mcci/　　e-mail：soumu@sendaicci.or.jp

〒980-0014　仙台市青葉区本町二丁目16－12（仙台商工会議所内）　TEL 022-265-8181
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 ＊＊＊＊＊＊＊　商工会議所一覧　＊＊＊＊＊＊＊

名 取 市 商 工 会

岩 沼 市 商 工 会

角 田 市 商 工 会

丸 森 町 商 工 会

蔵 王 町 商 工 会

七 ヶ 宿 町 商 工 会

大 河 原 町 商 工 会

村 田 町 商 工 会

柴 田 町 商 工 会

川 崎 町 商 工 会

亘 理 山 元 商 工 会

み や ぎ 仙 台 商 工 会

多賀城七ヶ浜商工会

利 府 松 島 商 工 会

く ろ か わ 商 工 会

加 美 商 工 会

玉 造 商 工 会

大 崎 商 工 会

遠 田 商 工 会

栗 原 南 部 商 工 会

若 柳 金 成 商 工 会

栗 駒 鶯 沢 商 工 会

一 迫 花 山 商 工 会

登 米 中 央 商 工 会

み や ぎ 北 上 商 工 会

登 米 み な み 商 工 会

東 松 島 市 商 工 会

石 巻 か ほ く 商 工 会

河 南 桃 生 商 工 会

石巻市牡鹿稲井商工会

女 川 町 商 工 会

南 三 陸 商 工 会

本 吉 唐 桑 商 工 会

〒981-1224　名取市増田字柳田243

〒989-2432　岩沼市中央二丁目5-25

〒981-1505　角田市角田字大坊34-2

〒981-2155　丸森町字山崎前18

〒989-0821　蔵王町大字円田字駅内62-1

〒989-0512　七ヶ宿町字関140-2

〒989-1243　大河原町字南104

〒989-1305　村田町大字村田字西田51

〒989-1601　柴田町船岡中央二丁目1-3

〒989-1501　川崎町大字前川字裏尻29-6

〒989-2351　亘理町字旧館60-7

〒981-3124　仙台市泉区野村字太斉山4-6

〒985-0872　多賀城市伝上山三丁目1-12

〒981-0104　利府町中央二丁目8-3

〒981-3626　大和町吉岡南二丁目4-10

〒981-4252　加美町字西田一番18-1

〒989-6435　大崎市岩出山字浦小路40-5

〒989-6321　大崎市三本木字しらとり3-7

〒987-0002　美里町字藤ヶ崎町170

〒987-2252　栗原市築館薬師四丁目2-27

〒989-5502　栗原市若柳字川南南大通1-1

〒989-5301　栗原市栗駒岩ヶ崎六日町69

〒987-2308　栗原市一迫真坂字高橋10

〒987-0511　登米市迫町佐沼字上舟丁12-6

〒987-0621　登米市中田町宝江黒沼字大海崎6

〒987-0321　登米市米山町西野字的場181

〒981-0503　東松島市矢本字河戸7

〒986-0101　石巻市相野谷字飯野川町157-2

〒987-1101　石巻市前谷地字上楼屋13-1

〒986-2523　石巻市鮎川浜字大台37-2

〒986-2231　女川町浦宿浜字浦宿81-86

幸勝水産㈱内

〒986-0725　南三陸町志津川沼田150-40

㈲山内金物店内

〒988-0308　本吉町津谷舘岡10

TEL 022-382-3236

TEL 0223-22-2526

TEL 0224-62-1242

TEL 0224-72-1230

TEL 0224-33-2138

TEL 0224-37-2629

TEL 0224-53-1260

TEL 0224-83-2267

TEL 0224-54-2207

TEL 0224-84-2174

TEL 0223-34-3121

TEL 022-372-3545

TEL 022-365-7830

TEL 022-356-2124

TEL 022-345-3106

TEL 0229-63-2734

TEL 0229-72-0027

TEL 0229-52-2272

TEL 0229-33-2309

TEL 0228-22-3611

TEL 0228-32-3100

TEL 0228-45-2191

TEL 0228-52-3300

TEL 0220-22-3681

TEL 0220-34-3255

TEL 0220-55-2331

TEL 0225-82-2088

TEL 0225-62-3161

TEL 0225-72-3586

TEL 0225-45-2521

TEL 0225-53-3310

TEL 0226-46-3366

TEL 0226-42-2028

仙 台 商 工 会 議 所

塩 釜 商 工 会 議 所

古 川 商 工 会 議 所

石 巻 商 工 会 議 所

気 仙 沼 商 工 会 議 所

白 石 商 工 会 議 所

〒980-8414　仙台市青葉区本町二丁目16-12

〒985-0016　塩釜市港町一丁目6-20

〒989-6166　大崎市古川東町5-46

〒986-0824　石巻市立町一丁目5-17

〒988-0084　気仙沼市八日町二丁目1-11

〒989-0256　白石市字本鍛冶小路13

TEL 022-265-8181

TEL 022-367-5111

TEL 0229-24-0055

TEL 0225-22-0145

TEL 0226-22-4600

TEL 0224-26-2191

＊＊＊＊＊＊＊　商 工 会 一 覧　＊＊＊＊＊＊＊�
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創業予定者、経営革新等を目指している企業者等の方々が気軽に相談
できる窓口を中小企業支援センターとして設置しています。

○次のような意欲のある方を応援します！
・創業に伴う事業計画作成へのアドバイスを受けたい。

・既存の経営資源の活用、経営の革新を図り新分野に進出したい。

○創業・経営革新相談窓口一覧

創業・経営革新相談

区分
主な対象者 相談内容

支援機関名・連絡先

創業、ベンチャー、経営革新
に取り組む中小企業

中小企業者の皆様のヒト・カネ・ノウハウに
関する相談にお答えします。

宮城県中小企業支援センター（公益財団法人みやぎ産業振興機構）  
e-mail : soudan@joho-miyagi.or.jp     TEL 022-225-6636
〒980-0011　仙台市青葉区上杉一丁目14番2号（宮城県商工振興センター３階）

仙台市中小企業支援センター（財団法人仙台市産業振興事業団）
TEL 022-724-1212 〒980-6107　仙台市青葉区中央一丁目3番1号（AER7階）

創業・技術革新をし将来株式
公開を目指す方

創業予定・創業間もない方、将来店頭公開を
目指す経営等のアドバイスをします。

独立行政法人中小企業基盤整備機構東北支部 経営支援課 
TEL 022-716-1751
〒980-0811 仙台市青葉区一番町四丁目6番1号（仙台第一生命タワービル6階)
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○みやぎ産業振興機構の創業・経営革新相談
　中小企業が必要とする各種支援施策の紹介や、さまざまな問題について専門家による

相談を行います。

・数多くの公的支援制度からベストな支援策をご紹介します！

　ご相談の内容に応じて、アイデア・プランの実現に最適な制度や機関・専門家を経

験豊富な相談員がコーディネートしながらご紹介します。

・産業支援機関・団体の情報をワンストップで提供します！

　研究開発から事業化にいたるまでに必要となるマーケティングや資金等の経営資源

の確保について県内の支援機関等とのネットワークを活用して各種の支援制度の情報

をワンストップで提供します。

・特に、創業や新事業の展開を図る方々に次の支援策を用意しています。（詳細は41ペ

ージをご覧ください）

　 「実践経営塾」（事業計画のブラッシュアップ）
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中小企業団体中央会は、中小企業組合等を会員として設立された団体
で、公益性の高い特別認可法人であって、中小企業の組織化を支援す
る唯一の専門機関です。
中央会では、中小企業組合の設立や運営に関する支援及び任意グルー
プ等の緩やかな連携組織の形成支援のために、経営・金融・経理・税務・
法律・労働・情報化対策などについて、いつでも相談に応じています。

中小企業団体中央会

＊＊＊＊＊＊＊＊  お問い合わせ・相談窓口　＊＊＊＊＊＊＊

宮城県中小企業団体中央会

WEB：http://www.chuokai-miyagi.or.jp/　　e-mail：info@chuokai-miyagi.or.jp

〒980-0011  仙台市青葉区上杉一丁目14-2　宮城県商工振興センター　１階 

　　　　　 TEL 022-222-5560

○主な中小企業組合の種類
・事業協同組合

　４人以上の中小企業者が、生産・販売等の事業を共同で行ったり、新技術・新製品

開発を共同で行うことにより、経営の効率化等を図るための組合で、最も広く普及し

ています。

・企業組合

　個人事業主や勤労者等が４人以上集まって組合の事業に従事することにより、組合

自体が一つの会社のように事業活動を行う組合で、主婦や高齢者等による創業にも活

用されています。

・協業組合

　４人以上の中小企業者が、お互いの事業を統合することによって事業規模の適正化

や設備の合理化を行い、生産性等の向上を図ることを目的とする組合です。

○中央会が行っている主な支援事業
・中小企業連携組織対策事業

　組合等が抱えるさまざまな問題について、中央会指導員が無料で相談に応じます。

より専門的な問題の解決のためには、弁護士・公認会計士・中小企業診断士などの専

門家を活用し、アドバイスを受けたり研修会を開催することができます（負担金が必

要な場合があります。）。

　地震災害に伴う問題についても特別相談窓口を設けています。

　また、地域産業の実態に関する調査、情報誌等による組合関係情報の提供なども行

っています。
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